




































































































































This study aims to clear the interaction between economic 
activities and cultural phenomena. Some existing studies point out 
the interaction, but these studies are developed without 
integrating with other disciplines. This study proposes a circular 
concept named “commodification of culinary culture” and shows the 
steps in transforming from a local commodity to a local cultural 
item, and that a new commodity makes new cultural meanings. The 
circuit shows that food products are produced and circulated, 
adapted locally to become cultural objects. Cultural background of 
the food commodity plays an important role to produce a new food 
product that often has geographical information. Products help in 
the formation of our culture and production reflects our culture, 
products mediate between the economy and culture. 
Two case studies are utilized to test the circular concept (chapter
Ⅲ ,Ⅳ ). The first case is shaved fish paste(kezuri-kamaboko) in 
Ehime prefecture. It started production in Taisho era and is 
especially popular in southern Ehime. The shaving process is 
mechanized in the 1950s. The shaving machine was invented only 
for shaving fish paste by local communication between a fish paste 
factory and an ironworks. After the invention of the machine it 
spread among the local fish paste factories and this mechanization 
helped standardize the production process and the item being 
produced until now. In this case food production and culture remain 
locally and the shaved fish paste factory owners have the economic 
and cultural value of the product in common.  
The second case is about an innovation of pouched shaved dried 
bonito(kezuribushi) in the 1960s. There are big companies 
producing shaved dried bonito in Ehime, it is described how they 
adapted production to innovation. The importance of innovation 
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was to pack shaved dried bonito into pouches and the new item was 
a big seller. Wholesalers of dried bonito and shaved-dried-fish 
industries competed together in the same market for the new item. 
For each agent, their previous item of innovation and the meaning 
of innovation were different from each other. Physical change and 
change of representation for each agent by innovation are explored. 
This is a case that a product became widespread nationally.  
Drawing comparisons between the two cases is done in the 
following chapter. There are three different between the two cases; 
the first is the previous condition of geographical scale. This scale 
is embedded in the industry as owners ’ embodied customs for 
examples buying product ingredients and its market. In the larger 
scale the industry tended to act forward their customs and such 
behavior pattern is called “path dependency”. The larger scales of 
business, the weaker the locality of the production and its products. 
The second difference is factor of production; ingredient will be the 
deciding factor in this study. This strongly relates to the first 
difference, a lot of ingredients and production reflect large 
economical and geographical scale of their business. The third 
difference is scale of values and meanings of the product. If the 
value of the product is economical and easy to share, for examples 
the affordability and expectancy of a medical effect, it will be easy 
to expand its geographical scale to the market. On the contrary, 
products ’ cultural values are difficult to share and their markets 
tend to remain in local areas.  
The circular concept helps explanation on how culture of food 
intertwines with economic activities tightly. Various 
transformations are included in “commodification” process and a 
process that cultural values of foods are made use as information of 
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写真 3-1 削りかまぼこ 























































































































































その動きは表 1-1 のように 2000 年頃から活発になっている．  
この動きに至る歴史的背景には，食料供給体系の工業化およびグローバ
ル化によって，その構成部門間の関係が空間的・社会的に再編されたことが






































きた．2006 年から外務省と農林水産省との共同事業である「WASHOKU - 
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Try Japan’s Good Food 事業」は，在外公館において現地の要人やオピニオ
ンリーダー等を対象に，日本の高品質な食材を提供するもので，輸出振興を
目指している（外務省ホームページ）．日本政府は「和食」をユネスコの世





























Ⅰ－４ 観光科学における本研究の位置づけ  
 






その 2 日間のみの経済効果が 36 億円と算出されている（みずほ総合研究所
2011）．B-1 グランプリが注目される理由は，イベントの集客力の高さのほ
か，受賞した地域へは観光客が多く訪れ，受賞した食品の売り上げも期待で




















Ⅱ 「食文化」の商品化：概念の検討および仮説の提示  
 










Ⅱ－１－１ Johnson (1986)”Circuits of Culture”  
 Johnson (1986)は，カルチュラル・スタディーズの分野において，文化
事象が商品や商品にまつわる言説を通じて人々に理解され，人々の文化と




































































を避け，概念の説明では Cultures や Lived cultures の語を用いる．その
ため，この循環図における文化の考え方を知る手がかりとして，スチュワ
ート・ホールの文化の概念を参考としたい．ホールはジョンソンの影響を















































































需要のある食品では，PLC は緩やかな曲線を描くと考えられる．  












































































飲食の 3 種類の消費を区別する必要がある．  
以上の 3 つの概念は，共通する点として時間軸に沿って各過程を経る点が
























































































































































































































































































































































Ⅲ  ローカルな生産と食文化：愛媛県南予における削りかまぼこを事例として  
 





産からその歴史を開始している（清水 1 95 8 : 2 75）．国内の他の産地と比


























Ⅲ－２  削りかまぼこの概観  
 
Ⅲ－２－１  愛媛県におけるかまぼこ生産の歴史と現在  
愛媛県におけるかまぼこの歴史は，江戸時代の初頭，宇和島市で生産が
開始されたといわれ，これをもって嚆矢としている（宇和島市 2 0 0 5）．
明治時代に，宇和島市出身である鈴木峰治 2 )（1 87 1 - 1 9 36）が技術を持ち
込み，1 89 0（明治 2 3）年 3 )に八幡浜市でかまぼこ製造を開始したといわ





が高い（愛媛県史編纂委員会 1 9 8 3）．1 93 3（昭和 8）年における八幡浜
市のかまぼこおよび竹輪の生産額は 56 3 , 69 5 円と記録されている（八幡浜




1 0）年ごろには 3 軒の事業者がいたことが記録されている（今治市
19 9 0）．『今治市誌』（19 4 2）の記録では，19 3 3（昭和 8）年度におけ
る今治市のかまぼこ生産額は 27 5 , 7 72 円であった．  
現在，日本国内における愛媛県のかまぼこ製造は，『漁業センサス』
（2 0 08）によると生産額は全国 1 5 位で，事業所数が 4 位に位置する．生
産額に対し事業所数が多いことが特色である．また愛媛県はかまぼこの消









いる（金融財政事情研究会 20 0 8）．『水産物流通統計年報』（農林水産
省 2 0 0 5）の長期累年統計をみると「かまぼこ類」を製造する経営体数は
20 0 5 年に全国で 2 , 86 8 経営体あり，1 9 9 2 年（1 , 9 1 7 経営体）と比較し
約 6 6 パーセントに減少している．  
本研究の調査は，まず愛媛県における削りかまぼこ製造の実態を把握す
ることを目的として，『蒲鉾年鑑』（かまぼこ新聞 2 01 1）に掲載されて





方法は半構造化インタビュー 4 )の形式を採用した．実施時期は 2 01 2 年 6







まれていた．調査対象 1 0 8 事業者のうち営業している事業者は 7 3 事業者
で，その内訳と削りかまぼこを製造する事業者の分布状況は表 3 - 1 および
図 3 - 1 のとおりとなった．事業者データの更新が行われていない要因は明
らかではないが，県レベルで県内の事業者や地域の組合を取りまとめる組
織が存在しない点は，1 つの要因となりうる．このデータによる愛媛県の












今治市では他の 2 地域と比較して廃業者が多く，アンケート対象の 5 0
パーセント相当にあたる 1 0 事業者が廃業との回答，または郵便の宛先不
明であった．今治市で廃業者が多い理由は，事業者の高齢化と後継者の不
在およびかまぼこ需要の衰退が主な要因であると考えられる．事業者
N o . 1 5 は「事業主が亡くなり廃業した」との回答であった．また電話によ
る調査で別の元事業者は，「かまぼこづくりは肉体労働で，自分が体調を
崩したため思うように仕事ができなくなり廃業した」（N o . 1 4）という．
聞き取りによれば，今治市では事業者の減少からかまぼこ組合の組合員数





N o . 40 および N o . 5 0）．表 3 - 1 では，かまぼこ製造は廃業したが関連し
た別の事業を行う事業者を，「廃業者」として計上した．事業者 N o . 3 8 は
愛媛県内で最大規模の事業者であるが，その工場では魚肉を臼で練る工程
から行われる．それ以前の工程は，下請化した元事業者が各自の工場と設
備を用いて行う．原魚の下処理を別の工場で行う手法は，H A C C P 5 )など新
しい食品衛生管理方式の考え方に基づく．原魚処理を別の工場で行うこと








地区や隣接する自治体に工場を移転したという．事業者 N o . 41 や N o . 8 7
（ともに西予市）は，八幡浜市から転出した事業者である．また事業者
N o . 1 08（大洲市）は，創業者が八幡浜市の出身者であるという．なお転
出による増減は，表 3 - 1 には表れていない．  
八幡浜市における，一部の事業者の大規模化および廃業した小規模事業
者の下請化という構造をうんだ要因の 1 つは，第 2 次世界大戦後に行われ
た「企業合同」 6 )（愛媛県生涯学習センター 1 9 9 2）にある．聞き取りによ
れば，企業合同は八幡浜市の中心的な地位にあった事業者を中心に行われ
た．8 事業者が合同した事業者 N o . 3 8 は 19 5 7 年に創業し，事業者 N o . 8 7
は 1 9 7 2 年に 9 事業者によって設立された（愛媛県 1 9 85：6 26）．2 件の
合同および転出が，八幡浜市の事業者数の減少にも大きく関わっている．
事業者の規模と関連し，八幡浜市ではより工業的生産を志向する事業者が
みられる．先述した事業者 N o . 3 8 はカニ風味かまぼこを製造する．また事



















組合事務担当者として， 3 0 歳代の男性が 1 名雇用されている．この男性が，
「宇和島じゃこ天」の地域団体商標（地域ブランド）の登録事務をはじめ




答した（表 3 - 3）．  
また宇和島市では，聞き取り調査を行った 4 事業者のうち 2 事業者が鮮













練り製品の主原料の約 7 0 パーセントがスケトウダラ冷凍すり身で占めら
れ，そのうち約 7 0 パーセントが輸入される．愛媛県のかまぼこは冷凍す
り身の使用度が低いといわれ，宇和島市の事業者では冷凍すり身の使用割









Ⅲ－２－２  削りかまぼこの製造方法  
削りかまぼこは，板付きかまぼこの身を乾燥させ，カンナで削り製造さ





全集愛媛」編集委員会 1 9 8 8）．  
削りかまぼこの来歴については，八幡浜市におけるかまぼこ製造の創始
者である鈴木峰治が 19 0 3（明治 3 6）年に考案したと記されている（愛媛
県史編纂委員会 19 8 9，八幡浜市 1 9 8 7） 8 )．しかし筆者による文献調査の
範囲では， 1 89 5 年に開催された第四回内国勧業博覧会に北宇和郡および
南宇和郡（いずれも当時）から「削蒲鉾」が出品されており，この出品目
録の記載が初出となる（第四回内国勧業博覧会事務局 18 9 5）．  














に出稼ぎに行ったりして」いた（愛媛県生涯学習センター編 1 99 2）．



































































表 3 - 5 のとおり，削り工程で使用する機械はかまぼこ専用機と，削りぶし
用の削り機械の 2 種類に分かれる．かまぼこ専用機は，愛媛県伊予市に立
地する鉄工所である Z 社によって製造されている．聞き取り調査を実施し
た 7 事業者のうち，Z 社の機械を使用する事業者は 6 事業者である．事業
者 N o . 7 3 は，他社の削りぶし用削り機を使用する．事業者 N o . 6 は，Z 社
製の削りぶし用削り機を使用していた．  
Z 社は，同じ伊予市で大正時代に創業した削りぶし製造業が使用する削
り機を製造する 9 )．伊予市（当時は伊予郡）で 1 9 16（大正 5）年ごろ，  3
社の削りぶしの事業者が相次ぎ創業した．Z 社はそのうちの 1 社に協力し，
削り機械を開発・製造し削りぶし製造業の成長に寄与した．聞き取り調査
に応じた代表者は 2 代目にあたる．  
かまぼこ専用機は第二次世界大戦後に開発された．聞き取り調査で得ら




者 N o . 75 が Z 社に依頼し相談しながらかまぼこ専用機を開発した．  
聞き取りによると，開発にあたり事業者 N o . 7 5 の当時の社長（会長の
父）は当時の Z 社の代表者（創業者）を宇和島市の工場に招いた．事業者










った．聞き取りによると，かまぼこ専用機を開発した時期に事業者 N o . 7 5
は宇和島蒲鉾組合の組合長の任にあり，同業者間の情報交換を通じて広ま
ったのだろうという．八幡浜市の事業者 N o . 3 9 によれば，かまぼこ専用機
の開発後は削りかまぼこを製造する事業者が増加したという．事業者
N o . 3 9 は，削り機械を購入した先代が独立前の店でかまぼこ専用機を使用





N o . 7 5 では，かまぼこ専用機の開発を依頼した時にはじゃこ天型による成
型が行われていた．事業者 N o . 75 においては，他の事業者に先行して削り
かまぼこが 1 商品として独立し製造され，量産が必要な状況にあった．  




製造過程や商品の形状に 1 つの型をもたらすこととなった．  
かまぼこ専用機は，Z 社の削りぶし削り機の投入口の形状を変更したも


























鉋刃を調整する技術を必要とする．比較的従業員数の多い事業者 N o . 75 お
よび N o . 73 でも特定の 1 名が削り工程を担当する．さらに，削りかまぼこ






予地方独特のものといえる．Z 社によるとかまぼこ専用機は約 1 0 台製作さ
れ，削りかまぼこを製造する事業者のうち約半数に相当する．かまぼこ専
用機の開発は，削りかまぼこの形状と製造過程に 1 つのローカルな標準化













ことを製造の理由としていた．宇和島市の事業者 N o . 7 3 は，1 9 80 年代に
削りかまぼこ製造を開始した．事業者 N o . 73 はその理由として削りかまぼ


































































（事業者 N o . 78 後継者）  
 
冷凍すり身には冷凍によるタンパク質変性を防止する目的で甘味料が添




愛媛県生涯学習センター（ 1 99 5）によると，19 6 0 年頃には北海道から
研究者や冷凍すり身業界の人々が事業者を訪問し，積極的な冷凍すり身の
普及活動が行われた． 19 7 0 年以降は冷凍すり身の加工技術がさらに進歩
し，鮮魚を使用する事業者には苦しい時期が続いた半面，原魚の取り合い
が緩和され仕入れが容易になった面もあった． 1 9 85 年頃から全国的に本





















Ⅲ－３－３  味の地域性  
聞き取り調査の過程では，複数の事業者がかまぼこの味の「地域性」に
ついて言及した．事業者 N o . 6 は，先述したように冷凍すり身のデメリッ





「冷凍すり身 1 00 パーセントですとこの地方の特色がなく，大手メー
カーさまとの差別化ができず，バイヤーさまやお客さまから支持は得ら
れませんでした。」（事業者 N o . 7 3）  
 




































































































た J A S 規格制定以前における削りぶしを「削り節」とする．  
愛媛県における削りぶし製造の特徴は，生産量の大きさと主原料の生産
地と近接せず削り加工のみを行う点，そして企業立地の隣接にある．『水
産物流通統計年報』（農林水産省 20 0 9）によれば，削りぶしの全国の生
産量は年間 34 , 3 8 4 トンに及ぶ．愛媛県はそのうち約 3 0 パーセントを占
め，全国 1 位の生産量である．しかし，愛媛県では主な原魚であるカツオ
漁業およびカツオ節の製造は盛んではない 3 )．また削りぶし製造は上位企
業による寡占度が高く， 20 1 1 年度のデータでは上位 5 社の寡占度が 7 2 . 0
パーセントである（矢野総合研究所 2 0 1 3）．上位企業のうち 1 位および









調査を行った．主な聞き取り調査は 2 00 8 年 8 月および 20 1 3 年 8 月に企
業 2 社への聞き取り調査を実施し，各社 2 回ずつの調査を行っている．全
国削節工業協会への聞き取りは， 2 0 09 年 5 月に行った．  
削りパック商品化に先立つ削り節製造は，明治時代の末に広島県福山市
の安部和助（ 18 8 6 - 1 96 0）が考案し開始したといわれる．安部は海産物商
で，余剰のイワシの活用法として削り節を考案したとされる（宮下
19 8 9 : 2 2 8）．削り節の原料には，主にイワシの煮干しやイワシ節および，
サバ節などが使用された．削り節はカツオ節の代用品として位置づけられ
ていた（山本 19 2 0）．削り節は，「煮干し需要の一角に食い込んで急速
に伸びはじめたものと推察」（宮下 1 98 9 : 22 9）されている．大正時代以
降，安部の削り節を模倣する事業者が出現しはじめた．  
伊予市では 1 9 16（大正 5）年から続けて削り節製造が開始された．
「削り節御三家」（愛媛県 19 8 4）と呼ばれる削り節の事業者が，相次い
で削り節製造を開始した．現在のヤマキ㈱の創業者である城戸豊吉
（ 1 8 9 1 - 19 6 5）とマルトモ㈱の創業者である明関友市（ 1 88 3 - 19 5 6），
そして「ヤマニ」 4 )のブランドを創業した岡部仁左衛門（ 1 8 83 - 1 9 6 0）で
ある．   
岡部は伊予市で削り節製造業を最初に開始した．岡部は行商で身を立て，
19 0 5（明治 3 8）年頃から海産物商を営んでいた． 1 91 6（大正 5）年，岡
部が 3 3 歳の時，営業の途中で削り節を目にし，自ら製造に着手した．岡
部は市内の鉄工所の協力により，削り節の削り機械を改良した．この鉄工
所がⅢ章でかまぼこ専用機を開発した Z 社である．Z 社の協力によって，
岡部は削り節製造のための機械を地域内部で調達することが可能となった．
次いで削り節製造を開始したのは城戸で，城戸の父は網元のほか海産物商







かたちで，19 1 8（大正 7）年に現在の本社工場の場所で削り節製造を開始
した．岡部と城戸は創業後まもなく生産量を拡大し，新たに工場を建設し
た．『愛媛の商品  昭和 1 2 年版』（愛媛県貿易協会 1 93 8）によると，削
り節は「花鰹」の名で愛媛県の主要な生産物の 1 つとみなされ，その生産
額は 1 , 1 00 , 2 36 円と記載されている 5 )．  
削り節御三家は，城戸が現在の本社工場の位置に移転した 1 93 7（昭和




たが， 2 0 05 年に伊予市内の工業団地へ移転した．聞き取りによれば，㈱
彌満仁の転出した敷地等を他の 2 社が購入し，現在の立地に至っている．  
 







個人の努力にあると考えられている（村上 1 9 3 9）．しかし筆者は，立地
要因に対する「場所」 6 )の役割をより積極的に見出すことを目的として，









積極的に行っていた．村上（1 9 3 9）によれば，1 93 7（昭和 1 2）年度にお









































ツオ節との関わり方の異なる 2 系統の事業から発生した．2 系統の事業と
は，水産加工食品商業者と，カツオ節製造販売業者である．この区分は，




















Ⅳ－３  削りパックの商品化  
 




















いがなかったが，1 包あたりの分量を 5 グラムと設定した点に独自性があ









伊予市の御三家のうちヤマキ㈱とマルトモ㈱は 1 9 72 年，㈱彌満仁が






































た．同時に削り節の商品ラベルにはカツオの図柄が描かれていた（図 4 - 4
の左）．商品名としての「花かつお」は，削り節の発売当初から使用され
ていた．池田（ 2 0 1 0）による『商標公報』のデータでは， 19 1 6（大正
5）年に尾道市の高富正七がラベルに「はな鰹」と記載したものが最初で，
以降はほかの事業者にも「花かつお」の商品名を記載したラベルがみられ





議論が行われた．1 9 64 年 5 月 2 0 日付の農林省告示第 53 9 号によって，
削りぶしの J AS が定められ，商品に「原料魚種名を明記」することおよび，
「文字，絵その他の表示が内容物と合致しており，かつ，内容物を誤認さ
せるような紛らわしいものでないこと」が求められることとなった．さら
に 5 年後の 19 6 8 年には，カツオおよび宗田カツオを原料とする削りぶし
にのみ「花かつお」という商品名を使用することとなった（昭和 4 4 年 6
月 2 0 日付農林省告示第 9 15 号）．伊予の御三家の行った対応の結果は，
削りパック関連商品のうち大袋に入った商品に「花かつお」の呼称および








質の安定である．まず 19 6 4 年に船内での低温塩水凍結「ブライン凍結」





えるようになり，また生産量の安定が期待できるようになった．   
そして，1 9 7 0 年には「海外巻き網」（大中型遠洋カツオ・マグロ 1 そ
う巻き網漁業）が導入される．カツオ漁の遠洋化と大型化が進展し，カツ
オ漁獲は急伸した．1 96 0 年代に 1 5 万トン前後を推移していたカツオ漁獲
量は，1 97 3 年に初めて 3 0 万トンを超え，その後は 3 0 万トン以上で推移













































































































れる．日本で生産されるカツオ節の 8 5 パーセントは荒節である（片岡・
















































































みられることが明らかになっている（高木 2 0 0 5）．「だし」に使用され
る食材は複数みられるが，そのなかで魚類はカツオ節とイワシ煮干しが主
である．聞き取りによると，削りパック企業が仕入れる原料の割合は，カ


























（例えば藤井 19 9 3）．カツオ節の製造は，歴史的には江戸時代中期には
製法がほぼ完成していたといわれる．各地のカツオ節の評価を相撲の番付








会」は，1 9 4 1（昭和 1 6）年後半から 1 94 2（昭和 1 7）年初頭にかけて全
国的な食習調査をおこなった．その食習調査報告書（成城大学民俗学研究













































































































Ⅴ ２つの事例からみた「食文化」の商品化  
 






















































































































































































































































































































































Ⅴ－３ 地理的スケール変化を生む要因  
 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































図 3-1 愛媛県における削りかまぼこを製造する事業者 の分布  




































図 4-4 ヤマキ㈱の削りぶし（左）および花かつお（右）のパッケージデザイン 










図 5-1 「食文化」の商品化の循環概念図  
（筆者作成）  
 




表 1-1 日本における「食」を活用する主な取り組み 
 
年  主な活動  
2000 「有機農産物の日本農林規格」（通称「有機 JAS 法」）施行  
2000～ 日本各地で民間団体によるスローフードの取組みが活発化  
2001 「BSE 問題に関する調査検討委員会」発足  
2005 「食育基本法」制定  
2006 「地域団体商標制度」（地域ブランド）導入  
農林水産省・外務省「WASHOKU - Try Japan’s Good Food 事業」（大
使館等へ高 品質食材を提供する事業）  
第 1 回 B-1 グランプリ開催  
2007 農 林 水 産 省 「農 山 漁 村 の郷 土 料 理 百 選 」および「御 当 地 人 気 料 理 特
選」選定  
2009 農 林 水 産 省 「Japan’s  Tasty Secrets」刊 行 （外 国 人 向 けに郷 土 料 理
百選を紹介する冊子） 
2011 日本食文化の世界遺産登録に向けた第 1 回検討会開催  
2012 政 府 が「和 食 ；日 本 人 の伝 統 的 な食 文 化 」をユネスコ無 形 文 化 遺 産 へ
の登録提案  
2013 「和食；日本人の伝統的な食文化」のユネスコ無形文化遺産登録  
（筆者作成） 




表 2-1 PLC における各段階とその特徴  
 

























表 2-2 実証研究を用いた「食文化」の商品化の各段階と特徴 
 



















































































表 2-3 「食文化」の商品化の循環概念（仮説） 
 
過程  該当する事実  特徴など 
生産  生産開始  ・生 産 にまつわる言 い伝 えなどが「食 文 化 」と
なることがある 




流通  販路拡大  ・販路拡大では増産を伴う 
・商品が不成功の場合は循環から脱落する  
定着  定番商品となる ・以降は地理的スケールの変化がない  
・産地の確立  
・地域文化とはならない場合もありうる  
文化化  生産・消費の維持  ・生 産 は外 部 環 境 の変 化に耐 え、変 化 が生 じ
ない 












自 治 体 名  
かまぼこ事 業 者  廃業・ 
宛先不
明 






新 居 浜 市  0 3 0 3 
西 条 市  0 4 1 5 
今 治 市  2 8 10 20 
中
予  
松 山 市  0 8 5 13 
伊 予 市  0 2 2 4 
南
予  
大 洲 市  0 1 1 2 
八 幡 浜 市  7 8 11 26 
西 予 市  1 7 1 9 
宇 和 島 市  8 9 3 20 
松 野 町  0 1 0 1 
鬼 北 町  0 2 0 2 
愛 南 町  0 2 1 3 
 合 計  18 55 35 108 













表 3-2 削りかまぼこを製造する愛媛県内 3 地域の生産の特徴 
 













組合の状況 任意組合 10 事業所（2004 年は 20 事業所） 
パート女性事務員 1 名 
八幡浜市の事業者 
20 事業所（2002 年と同数） 































（2012 年 8 月現地調査により筆者作成） 
*1：今治市 1990，*2：愛媛県高等学校教育研究会社会部会地理部門 1990 
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通販 魚店 6（6） 
・冷凍すり身を入れれば機械を変えなければならないし，味に地
域性が出ない 








































1888 年 百貨店 魚店 42（42） 
























（2012 年 7 月および 8 月現地調査により作成）
87 
 
表 3-4 削りかまぼこの製造工程  
 













































































































































・2-3 か月に 1 回製造 
・以前は乾燥も委託していた 
・削りかまぼこの売上構成比約 0.2％ 
*1：成型方法の「じゃこ天型」「後切り型」および削り機の「節用」「専用機」の別は本文および表 2 にしたがい分類した． 
「節用」は削りぶし用機械，「専用機」はかまぼこ専用機をさす． 
*2：委託先が使用する削り機械．                                            （2012 年 7 月および 8 月現地調査により作成） 
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表 5-1 削りかまぼこの循環過程 
 
過程 該当する事実 事例における特徴など 循環過程の特徴 
生産 生産開始 ・残った板付きかまぼこの活用 ・自然環境に根ざした生産の発生 
流通 地域内に流通 ・かまぼこ商品のなかでは日持ちする点に価値 ・主力商品の物質的性質に起因したスケール 






































表 5-2 削りパックの循環過程 
過程 該当する事実 事例における特徴など 循環過程の特徴 





流通 全国に流通 ・既存の販路を基礎として全国に販路を拡大 ・前商品のネットワークの活用 






文化化 生産・消費の確立 ・ナショナルスケールでの消費 ・ローカルな食文化を衰退させた可能性がある 
再生産 企業ブランド浸透 ・事業者による宣伝および広報活動 ・生産がロカリティとは結びつかない事例 




































表 5-3 循環概念における各過程の地理的スケール差異 
 











































表 5-4 「食文化」の商品化の循環概念  
 
過程  該当する事実  特徴など 












流通  販路拡大  
新市場の獲得  

























写真 3-1 削りかまぼこ 





写真 3-2 削りかまぼこの削り機械（Z 社製，かまぼこ専用機）  
（2012 年 7 月  筆者撮影） 
 
写真下方の銀色の板が削ったかまぼこの出口で，その上方にある円盤の細長












































面接法は「構造化インタビュー」と呼ぶ．（大谷ほか編著 2013：269）  




















して普及した（辻 2003，（社）全国すり身協会ホームページ）．  
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11) テレビ番組とは，『秘密のケンミン SHOW』（読売テレビ）において 2008
年 6 月 12 日放送で削りかまぼこが紹介されたことをさす．  
























3 1 及び 2 を混合したもの  
（日本農林規格，昭和 51 年 12 月 3 日農林省告示第 1122 号，最終改正







愛媛県は 113 トンで全国の 0.16 パーセントである．なお 113 トンは「そ
の他」の生産のみとなっている．  









5) なお同書においてかまぼこの生産額は 1,890,159 円と記載されている．  
6) 本研究における「場所」の定義は「ある特定の位置で 1 まとめに節合さ
れた諸関係の特定の布置から構築される」（マッシー，加藤訳 2002）過
程としておく．  







が半ば商習慣となっていたことが判明した（宮本 2005）．  
8) 児嶋（1975）によると，1973 年の時点で鹿児島県枕崎市におけるカツオ
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